
基
本
事
業

基本事業名 対象 意図 取り組み方針

1 消防団
消防団を中心とした地域における
防災力の充実を図る。

機能別消防団員の制度を活用した団員の確保と組織強化を進めるとともに、消防水利や
消防車両、消防団詰所など防災設備や施設の更新を推進します。

2 防災意識の高揚 町民
災害に対する意識を高め、備えを
行う。

防災マップで危険箇所や避難場所を周知するとともに、自主防災組織の育成及び活動を
支援し、防災に関する意識の高揚を図り、避難場所や災害に対する備えを促します。

3 防災体制の強化 町民
災害に対応できる体制を強化す
る。

防災拠点の活用による防災体制の強化を推進します。

4

消防団員確保と活動
環境の整備

１．施策の現状 ２．施策の課題

・消防施設の消防団詰所、防火水槽、消火栓について、要望に基づき優先順位により計
画的に設置しています。その他水利の修繕や詰所、火の見櫓等の解体も行っています。
・消防ポンプ車や消防ポンプ積載車は、経過年数や車両の状況により毎年１台から２台
を計画的に更新しています。
・消防団は、人口減少や若者の地域外流出などで新たな団員の確保が困難になってお
り、定員６５９名に対して実数５１０名と、毎年欠員が増加し続けています。
・緊急時の情報提供手段として町全域で統一された情報配信システム「防災Infoみなか
み」を整備し、令和４年４月より稼働しています。
・町の大部分を占める山間地帯で災害の可能性がある危険箇所については、国・県が計
画的に整備を行っています。

・消防水利が無い、または整備が難しい場所での消火活動をどのように対処すべきか検討する
必要があります。
・消防団員の減少に歯止めがかからず、団の再編成の方法を検討する時期に来ていますが、
町民や団員の理解を得るための時間が必要です。また報酬の支給方法についても検討する必
要があります。
・防災情報配信システムについて、アプリのダウンロードやメールの登録を促すことや、戸別受
信機を必要とする方への配布を進めていく必要があります。
・土石流や急傾斜地崩壊の防止、地すべり防止、山地災害危険地区の防止施設の整備など、
国や県と連携し、災害の可能性が高い危険箇所について対策を急ぐ必要があります。
・自主防災組織や消防団等と、災害時における支援体制を整える必要があります。

施
策
の
目
的
・
目
標
達
成

の
た
め
の
役
割
分
担

１．町民（事業所、地域、団体）の役割 ２．行政（町、県、国）の役割

・自分の命は自分で守るという意識を高め、災害時の情報を入手する方法として
「防災Infoみなかみ」を登録する。
・防災グッズや消火器、火災報知器を設置して災害や火災などの備え、自主防
災に努める。
・地域で防災意識を高め、自主防災組織による防災力の向上に努める。
・災害時に協力して助け合うことが出来るよう、地域住民のコミュニケーションを
図る。

・消防水利や消防・防災施設の整備を行う。
・消防団の充実、強化や防災士の資格取得を推進し、自主防災組織の育
成、防火・防災意識の高揚を図る。
・災害発生時に災害状況を把握し、関係機関や住民への情報提供、避難
指示を行う。

3．施策を取り巻く状況（対象や法令等）は今後どのように変化する？ ４．施策に対して、住民や議会からどんな意見や要望が寄せられているか？

・人口減少による消防団員の確保と活動の継続が困難な状況になるところがで
てくるため、国の再編成を見添えた分団の消防団詰所の整備計画や消防ポン
プ車や消防ポンプ積載車の台数についても集約していく必要がある。
・消防団員の処遇の改善として、報酬や手当の増額と併せて、令和７年度から個
人口座への振り込みによる支給を開始する予定である。
・消防団員の活動において災害時の情報や活動報告などをシステム化して管理
する必要がある。

・消防団詰所の建て替え、修理。
・防火水槽の新設、改修、浚せつ、移設。
・地上式消火栓の新設、更新。地下式消火栓の新設。地下式消火栓から地
上式消火栓への変更。

施
策
を
取
り
巻
く
状
況

・消防団の拠点である詰所を計画的に建て替える。また、既存施設の改修、修繕等を行う。

1 日施策マネジメントシート（2024年度の振り返り、総括） 作成日 2025 年 8 月

基本
目標

Ⅰ 誰もが安心でき安全でゆとりを感じるまち

・消防自動車の計画的な配備や管理、要望による防火水槽や消火栓の設置等を行う。

・自主防災組織が行う活動に補助事業による支援を行う。

基
本
事
業
の

考
え
方

地域整備課　土木係課長 鈴木　伸史

担当係 危機管理室　消防・防災係

目的と
基本方針

生命・財産を災害から守る

・消防団の存続及び消防活動の活発化を目指し、活動を支援し、消防施設等を整備します。

・防災意識の高揚と防災体制の強化のため、自主防災組織活動を支援します。

・自主防災組織等へ避難訓練や避難所運営研修を行い、共助の啓発活動を推進します。

施策 6 消防防災対策の強化 主管課

名称 総務課

関係課



基
本
事
業
　
取
り
組
み
状
況
・
増
減
の
分
析
・
課
題
・
取
り
組
み

取り組み状況 目標に対する増減の要因分析 現状の課題 具体的な取り組み

1

分団員の負担となっている活動等の見
直し、各行政区や町内外の企業等に
活動参加への理解・協力を求め団員
の確保・維持に努めている。
また、広報や消防団役員会議等により
団員募集を周知している。

広報等を活用し、新入団員の募集
を行ったが、新入団員より退職団
員が上回り、目標値より、52人少な
い実績となっている。
昨年度に比べ14人減少しており、
高齢化と人口減少が大きな要因と
思われる。

人口減少により新規入団員の
確保が困難であり、高齢化と長
期在籍化が深刻化している。
在籍団員についても勤務形態
の多様化により、消防活動への
参加が減少している。

団員報酬、出動報酬の増額や7年度から個
人払いにすることにより、団員の処遇改善を
実施し、消防活動参加への意欲の高揚を図
る。
一方、人口減少と高齢化を考慮した団員数
の定数について検討をしていく。

2

大規模災害に備え、各区で自主防
災組織の活動してもらうため、自主
防災組織の研修や避難所開設の
研修等を実施した。
防災用資機材整備や避難所整備
等の防災活動を支援し組織の育
成に努めた。

研修等で積極的に自主防災活
動補助制度について説明し、備
蓄品等をＰＲしたことにより各区
の防災意識が高くなってきてお
り、補助金申請件数が増加して
いる。

自主防災組織＝行政区が多い
ため、役員の交代などにより継
続性が困難であり、活動に地域
差がある。

各自主防災組織の組織力を向上させる
ため、継続して補助金の交付、研修会
など啓発活動を行う引き続き行う必要が
ある。

3

各区の自主防災組織の活発
な活動を支援するため、防
災士資格取得にかかる費用
を助成している。

全国各地で発生している災
害等により、町民の防災士に
対する認識は高くなっている
ことから、資格取得のための
助成制度が活用されている。

防災士資格取得者数は、順調に
増加しているが、各区の自主防災
組織の活動へ積極的に参加して
いる防災士が少ない。
防災士の資格を取得された方々の
活動する機会がないため資格が活
用されていない。

防災士資格取得補助制度に申請してきた
方々に在住する区の自主防災組織の活動
へ協力してもらえるよう啓発を行う。
防災士が具体的に活動する機会を検討する
とともに、防災士と自主防災組織が連携でき
るよう研修会を開催し、マッチングに努める。

4

成
果
指
標

　
　
の
達
成
状
況

Ａ 未達成
成
果
指
標

　
　
増
減
の
要
因

Ａ

目標値に対して、－７％と目標達成とはならなかったが、昨年より、３％で増加した。県内では災害が少
ないが、全国的に大規模災害が発生したことや、防災研修を開催したことにより災害に対する意識や
危機感が高くなっていると思われるため、昨年度を上回る数値となった。

Ｂ 達　成 Ｂ

定期的な区長配布による回覧や研修会等で積極的に周知したことの成果が現れ登録件数
は、２年連続で目標値を大きく上回る実績値となったといえる。

Ｃ Ｃ

Ｄ Ｄ

65 7050 55 60

45

消防団員確保と活動環境の整備

防災意識の高揚

防災体制の強化

実績値

目標値

実績値

目標値

6 消防防災対策の強化 主管課
名称

5,400 5,600 5,800

基本事業名 指標名 単位

1

Ｄ

総務課

課長 鈴木　伸史

53 58

2

3
実績値

目標値

目標値 60

実績値 41

69

目標値

基
本
事
業
の
成
果
指
標

B

B

B

B
実績値

目標値

Ａ 防災士資格者数

区分

562 562

2027年度

80 90 100

562 562

562

2023年度 2024年度 2025年度

548 524 510

施策

Ａ
実績値

4

2021年度 2022年度 2026年度

目標値

Ａ
自主防災組織活動補助金の累計
件数

件
実績値 34 52

－ 60 70

人

95

目標値 583 562
Ａ 消防団員数 人

実績値

目標値

Ｃ
目標値 －

件
実績値 － 4,744 5,416 5,562

目標値 80.0 81.0 82.0

目標値 － 5,000 5,200

83.0
％

実績値 77.4

2023年度(R5) 2024年度(R6) 2025年度(R7) 2026年度(R8) 2027年度(R9)

84.0 85.0
施
策
の
成
果
指
標

成果指標名 単位 区分 2021年度(R3) 2022年度(R4)

76.2 72.0 75.0

Ｂ 防災Infoみなかみの登録件数

Ａ 災害に対する備えをしている町民の割合

実績値

実績値



６．消防防災対策の強化

年 月 日作成 (令和 年 月 日更新)

年 月 日作成 (令和 年 月 日更新)

年 月 日作成 (令和 年 月 日更新)

年 月 日作成 (令和 年 月 日更新)

消防防災対策の強化
事業実績事務を群馬県市町村総合事務組合で共同処理

し、災害弔慰金を支給する。その事務の共同処理
の負担金として支出している。

特になし

円事務事業 000019 災害弔慰金支給事業
① 事務事業の内容

人項 1 目 3 0 297
事業
期間

会
計

1 款 3

課題なし 特になし
令和　５年度 令和　６年度 単位

課 障害・福祉

継続事業

施
策
体
系

施策 06 消防防災対策の強化
事業実績避難行動要支援者システムを利用し、災害時に自

ら避難することが困難な高齢者や障害者等の避
難行動要支援者名簿を更新する。

特になし

円事務事業 000022  避難行動要支援者等名簿管理事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

事業費 13,814,240

基本事業 03 防災体制の強化
②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策

名簿登録者数

係組織名 町民福祉

令和 7 6 20

項 3 目 1 ０ ０
事業
期間

会
計

1 款 3

課題なし 特になし
令和　５年度 令和　６年度 単位

課 消防・防災

継続事業 件

③課題解決のため取り組んだ事、その結果
事業費 34,390

基本事業 03 防災体制の強化
②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策

支給件数

係組織名 総務

施
策
体
系

施策 06

件

令和 7 6 20

項 1 目 1 ０ ２
事業
期間

会
計

1 款 3

課題なし 特になし
令和　５年度 令和　６年度 単位

継続事業

事業実績町内で発生した災害に際し、必要に応じて被害者
見舞金（弔慰金）を支給し、同情の意を表すと共
に、再起されるよう激励する。

特になし

事業費 35,000 円

課

②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策
基本事業 03 防災体制の強化 支給件数

消防・防災 係

継続事業

限られた時間で効率的に事務を行うため、事務事
業の行動計画をつくる。

広報や募集啓発品の配布等、自衛隊家族会
とともに積極的に周知活動を行う。

項 1 目 1

組織名

組織名 総務

施
策
体
系

施策 06 消防防災対策の強化

事業実績

自衛隊入隊者数

課 消防・防災 係
令和　５年度 令和　６年度 単位

②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策

事務事業 000018 災害見舞金事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

令和 7 6 20

事業
期間

会
計

1 款 3 ２ ０ 人

総務

自衛官又は自衛官候補生の募集に関する広報宣
伝や募集に関する事務を行う 特になし

88,296 円事務事業 000021 自衛官募集事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

事業費

基本事業 03 防災体制の強化

施
策
体
系

施策 06 消防防災対策の強化

令和 7 6 20



６．消防防災対策の強化

年 月 日作成 (令和 年 月 日更新)

年 月 日作成 (令和 年 月 日更新)

年 月 日作成 (令和 年 月 日更新)

年 月 日作成 (令和 年 月 日更新)

件項 5 目 1 － 1
事業
期間

会
計

1 款 8

個人の申請により手続きをする。国及び県の補助
交付申請をする。

補助制度を継続し、昭和56年5月31日以前に
着工した木造住宅の耐震化を促進する

令和　５年度 令和　６年度 単位
課 都市計画

継続事業

施
策
体
系

施策 06 消防防災対策の強化
事業実績旧耐震により建てられた木造住宅について、耐震

性を診断できる診断士を派遣する。また、耐震改
修工事に補助する。

木造住宅耐震診断士派事事業の申請により
耐震診断補助を行った

円事務事業 000017 耐震改修等事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

事業費 33,000

基本事業 03 防災体制の強化
②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策

木造住宅耐震改修件数・診断件数

係組織名 地域整備

令和 7 6 20

箇所項 1 目 1 5 5
事業
期間

会
計

1 款 8

県が事業主体であるため、事業の進捗状況により
町の負担額が増減する。

県と緊密な連携を図っていく。
令和　５年度 令和　６年度 単位

課 土木

継続事業

施
策
体
系

施策 06 消防防災対策の強化
事業実績

群馬県が実施する急傾斜地崩壊対策事業の負担
金を支払うもの。

県と負担金の調整に取り組んだ。

円事務事業 000016 県急傾斜地崩壊対策事業費負担事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

事業費 18,913,600

基本事業 03 防災体制の強化
②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策

負担金支払対象事業箇所

人・台項 1 目 1 １３９．２８ １３９・２０
事業
期間

会
計

1 款 9

課題なし なし
令和　５年度 令和　６年度 単位

課 消防・防災

継続事業

事業実績
広域市町村圏の消防業務（水利の設置・管理及
び非常備消防の事務を除く。）の共同処理に対す
る負担金の支出。町内には西消防署、北消防署
の２署体勢。

なし

円事務事業 000002 利根沼田広域消防運営費負担事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

事業費 329,511,000

基本事業 03 防災体制の強化
②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策

広域消防職員
・消防車保有台数

係組織名 総務

施
策
体
系

施策 06 消防防災対策の強化

件

令和 7 6 20

項 1 目 1 ７ ２３
事業
期間

会
計

1 款 9

課題なし なし
令和　５年度 令和　６年度 単位

課 消防・防災

継続事業

事業実績
みなかみ町管内の高速道路内で災害等が発生し
た場合は、東日本高速道路（株）から利根沼田広
域消防本部へ出動の依頼がある。費用は、町を
経由して広域消防へ支払われる。

なし

円事務事業 000001 高速救急支弁金負担事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

事業費 2,925,960

基本事業 03 防災体制の強化
②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策

高速道路救急出動件数

係組織名 総務

施
策
体
系

施策 06 消防防災対策の強化

令和 7 6 20

係組織名 地域整備

令和 7 6 20



６．消防防災対策の強化

年 月 日作成 (令和 年 月 日更新)

年 月 日作成 (令和 年 月 日更新)

年 月 日作成 (令和 年 月 日更新)

年 月 日作成 (令和 年 月 日更新)

台項 1 目 2 １ １
事業
期間

会
計

1 款 9

車両状況及び登録年数等を考慮し、毎年度更新
していく必要がある。

毎年度、１〜２台の更新を実施していく。
令和　５年度 令和　６年度 単位

課 消防・防災

継続事業

事業実績
消防団員が管理する消防用機械器具物品及び備
品・車両の維持管理のための事業

積載車１台を更新し、消防・防災力の機能維
持につながった。

円事務事業 000004 消防自動車・ポンプ整備事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

事業費 18,167,070

基本事業 01 消防団員確保と活動環境の整備
②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策

整備（更新）台数

係

施
策
体
系

施策 06 消防防災対策の強化

組織名 総務

人

令和 7 6 20

項 1 目 2 ５２４ ５１０
事業
期間

会
計

1 款 9

新入団員の確保ができず、現職団員の高齢化及
び長期勤続が進んでいる。

人員減に対応するための車両削減、詰所の
統廃合、組織のスリム化

令和　５年度 令和　６年度 単位
課 消防・防災

継続事業

事業実績
消防団員の報酬等の支給
消防団員やその家族を対象とした福祉共済金の
支払い。消防組織は、団本部、10の分団で構成さ
れ、旧町村単位に方面団を組織している。

装備品の更新（雨衣）により安全面が向上し
た。
機能別団員制度によるＯＢ団員の活用に有事
の対応力の維持を図れた。

円事務事業 000001 消防団運営事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

事業費 57,316,899

基本事業 01 消防団員確保と活動環境の整備
②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策

団員数

係

施
策
体
系

施策 06 消防防災対策の強化

組織名 総務

台

令和 7 6 20

項 1 目 2 ５０（３４） ４９（３４）
事業
期間

会
計

1 款 9

課題なし 団員減少によるやむを得ない車両削減
令和　５年度 令和　６年度 単位

課 消防・防災

継続事業

事業実績
消防団員が管理する消防用機械器具物品及び備
品・車両の維持管理のための事業

なし

円事務事業 000003 消防自動車・ポンプ維持管理事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

事業費 4,407,132

基本事業 01 消防団員確保と活動環境の整備
②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策

保有車両台数
（うち小型ポンプ積載車数）

係

施
策
体
系

施策 06 消防防災対策の強化

組織名 総務

人

令和 7 6 20

項 1 目 2 ５２４ ５１０
事業
期間

会
計

1 款 9

サラリーマン団員が増加したため訓練の継続や活
動の維持が課題であるが、訓練の重要性を再認
識し、必要な訓練を定期的に実施することが重要
である。

団員減少、生業の多種化による自主的定期
的訓練実施が困難となってきており、団として
取り組んでいくことも検討していく。

令和　５年度 令和　６年度 単位
課 消防・防災

継続事業

事業実績消防団員の人員、姿勢、服装、訓練、礼式、消防
操法、消防用機械器具物品及び備品等を検閲者
が点検する。

各行事も従来どおり再開されたため、各行事
を円滑に運営するため事前準備を計画的にお
こなった。

円事務事業 000002 消防団行事運営事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

事業費 2,325,038

基本事業 01 消防団員確保と活動環境の整備
②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策

参加団員数

係

施
策
体
系

施策 06 消防防災対策の強化

組織名 総務

令和 7 6 20



６．消防防災対策の強化

年 月 日作成 (令和 年 月 日更新)

年 月 日作成 (令和 年 月 日更新)

年 月 日作成 (令和 年 月 日更新)

年 月 日作成 (令和 年 月 日更新)

回項 1 目 2 ２ ２
事業
期間

会
計

1 款 9

課題なし なし
令和　５年度 令和　６年度 単位

課 消防・防災

継続事業

消防防災対策の強化
事業実績

広域消防（西・北消防署）が、事務局となっている
団体で、町内事業所等と同様に、町が会員となっ
ている。会員相互の連携と融和、防火意識の高揚
を図ることを目的としている。

なし

円事務事業 000009 防火協会参画事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

事業費 90,000

基本事業 03 防災体制の強化
②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策

会議等参加回数

係組織名 総務

施
策
体
系

施策 06

件

令和 7 6 20

項 1 目 2 ２１７ １９４
事業
期間

会
計

1 款 9

課題なし なし
令和　５年度 令和　６年度 単位

課 消防・防災

継続事業

事業実績
町内の小中学生を対象とした防火啓発活動を通じ
て、予防消防の大切さを認識させる。

なし

円事務事業 000001 防火ポスターコンクール事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

事業費 108,614

基本事業 02 防災意識の高揚
②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策

ポスター出品件数

係組織名 総務

施
策
体
系

施策 06 消防防災対策の強化

回

令和 7 6 20

項 1 目 2 １ ３
事業
期間

会
計

1 款 9

消防団を中心とした地域防災力をどう維持していく
か検討が必要である。

上記意見に対する協議、手続きを進めていく。
令和　５年度 令和　６年度 単位

課 消防・防災

継続事業

事業実績
消防委員会の開催
消防委員会の構成は、有識者４名、消防団員４名
からなる。（※消防行政に関する町長の諮問機
関）

人口減少・高齢化による消防団の組織スリム
化について協議を実施し、本部役員数の削減
や交通部の廃止等意見を聴取した。

円事務事業 000003 消防委員会運営事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

事業費 253,600

基本事業 03 防災体制の強化
②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策

委員会開催回数

係組織名 総務

施
策
体
系

施策 06 消防防災対策の強化

人

令和 7 6 20

項 1 目 2 １６７ １６７
事業
期間

会
計

1 款 9

消防団を離れてしまうと活動しにくい、団員との接
点がなく出動しても手を出していいものか判断に
迷ってしまうとの意見があり、消防団との協議、あ
るいは制度の見直しが必要。

なし
令和　５年度 令和　６年度 単位

課 消防・防災

継続事業

事業実績
消防団員の減少や被雇用者化が進み、平日の昼
間の火災に即時に対応できる消防団員が減少し
ていることから、消防職団員ＯＢなどを対象に、協
力いただける人材を確保する。

なし

円事務事業 000004 消防協力員事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

事業費 0

基本事業 03 防災体制の強化
②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策

協力員登録者数

係組織名 総務

施
策
体
系

施策 06 消防防災対策の強化

令和 7 6 20



６．消防防災対策の強化

年 月 日作成 (令和 年 月 日更新)

年 月 日作成 (令和 年 月 日更新)

年 月 日作成 (令和 年 月 日更新)

年 月 日作成 (令和 年 月 日更新)

箇所項 1 目 3 ２ １
事業
期間

会
計

1 款 9

消防団や地元行政区が消防水利を必要としても、
地権者が迷惑施設として認識するケースもあり、
用地確保に苦労する場合もある。

行政区からの要望により、施設整備を検討・
工事を実施していく。

令和　５年度 令和　６年度 単位
課 消防・防災

期間限定事業

施
策
体
系

施策 06 消防防災対策の強化
事業実績

各地区で管理する消防施設（消防水利）の新設に
関する業務

耐震性防火水槽１基を設置し、消防施設の強
化を図れた。

円事務事業 000010 消防水利整備事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

事業費 14,058,000

基本事業 03 防災体制の強化
②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策

整備（更新）箇所数

係組織名 総務

件

令和 7 6 20

項 1 目 3 １ １
事業
期間

会
計

1 款 9

老朽化が進み、建て替えの要望が行政区から出
ている。

毎年1件程度の更新
令和　５年度 令和　６年度 単位

課 消防・防災

継続事業

施
策
体
系

施策 06 消防防災対策の強化
事業実績

消防団の活動拠点が老朽化しているため、既存
の建物を取り壊し、新たに建築する事業

第１分団第４部詰所の新築工事を実施。

円事務事業 000006 消防団詰所・車庫整備事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

事業費 83,899,990

基本事業 01 消防団員確保と活動環境の整備
②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策

整備した件数

係組織名 総務

箇所

令和 7 6 20

項 1 目 3 ６２６（８） ６２４（５）
事業
期間

会
計

1 款 9

経年劣化により防火水槽、消火栓等の改修要望
が多く、全ての要望に対応できていない状況であ
る。

区や消防団から提出される修繕要望に対し
て、修繕を実施していく。

令和　５年度 令和　６年度 単位
課 消防・防災

継続事業

施
策
体
系

施策 06 消防防災対策の強化
事業実績

各地区で管理する消防施設（消防水利）の新設や
維持管理に関する業務

防火水槽給水管や内壁の補修、消火栓標識
等の修繕を実施。

円事務事業 000013 消防水利維持管理事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

事業費 1,763,597

基本事業 03 防災体制の強化
②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策

水利数（修繕した水利）

係組織名 総務

箇所

令和 7 6 20

項 1 目 3 ４４ ３７
事業
期間

会
計

1 款 9

改修の要望に基づき行っているが、立て替え等の
要望箇所もあり、修繕方法等も検討しなければな
らない状況にある。

区や消防団の管理の下、必要な修繕を実施し
ていく。

令和　５年度 令和　６年度 単位
課 消防・防災

継続事業

施
策
体
系

施策 06 消防防災対策の強化
事業実績

消防団の拠点となる詰所の維持管理に関する事
業

トイレの洋式化、雨漏り修繕
雪害によるシャッター等の修繕を実施した。

円事務事業 000005 消防団詰所維持管理事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

事業費 2,230,630

基本事業 01 消防団員確保と活動環境の整備
②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策

詰所数

係組織名 総務

令和 7 6 20



６．消防防災対策の強化

年 月 日作成 (令和 年 月 日更新)

年 月 日作成 (令和 年 月 日更新)

年 月 日作成 (令和 年 月 日更新)

年 月 日作成 (令和 年 月 日更新)

回項 1 目 4 ０ ０
事業
期間

会
計

1 款 9

個人情報を取り扱うため、対象者個人に計画を作
成することを承認してもらう必要がある。

来年度には専用のシステムが利用可能となる
ので、より多くの要支援者避難確保計画を作
成する。

令和　５年度 令和　６年度 単位
課 消防・防災

継続事業

施
策
体
系

施策 06 消防防災対策の強化
事業実績

要支援者避難確保計画の作成
町民福祉課と連携し、対象者を抽出し、戸別
に計画作成に同意するか確認した。

円事務事業 000008 地域防災計画事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

事業費 213,000

基本事業 03 防災体制の強化
②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策

防災会議の開催

係組織名 総務

組

令和 7 6 20

項 1 目 4  １６ ２６
事業
期間

会
計

1 款 9

自主防災組織としての役割を活かされていないと
ころもあり、活動実績が少ない組織がある。

より多くの自主防災組織に活用していただくた
め、組織の強化・予算の拡充を行う。

令和　５年度 令和　６年度 単位
課 消防・防災

継続事業

施
策
体
系

施策 06 消防防災対策の強化
事業実績地域住民が積極的に防災活動に参加し、互いに

協力して地域ぐるみの防災対策を進めるため、自
主防災組織の育成を図る。

活動補助金においては、令和元年度から対象
事業の拡充・補助限度額の増額を行い、ま
た、避難所運営マニュアル・自主防災組織の
手引きなどを配布し、自発的な活動を促進さ
せたことにより、活動実績は上昇している考え
る。

円事務事業 000005 自主防災組織育成事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

事業費 2,518,254

基本事業 03 防災体制の強化
②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策

自主防止組織数(補助制度利用数）

係組織名 総務

食・
本・袋

令和 7 6 20

項 1 目 4
5500・5500・

6000
4000・6000・

5000
事業
期間

会
計

1 款 9

備蓄食料・飲料水の円滑な更新や、ニーズに応じ
た備蓄品目の検討を行う必要がある

女性目線に対応した備蓄品目を備蓄品として
準備していく。

令和　５年度 令和　６年度 単位
課 消防・防災

継続事業

施
策
体
系

施策 06 消防防災対策の強化
事業実績

災害時に必要な物資（食料・飲料水・土のう袋等）
の備蓄・管理を行う。

賞味期限の終了する備蓄品の数や種類を確
認し、備蓄品の更新をおこなった。

円事務事業 000007 災害対策用物資配備事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

事業費 2,210,918

基本事業 03 防災体制の強化
②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策

備蓄数（アルファ化米・水・土嚢袋）

係組織名 総務

令和 7 6 20

基項 1 目 4 １８ １８
事業
期間

会
計

1 款 9

高齢者用の個別受信機の普及が難航している。
防災情報配信システムの整備は完了し、既設
施設の撤去も完了した。今後は新しい設備の
維持管理を行っていく。

令和　５年度 令和　６年度 単位
課 消防・防災

継続事業

施
策
体
系

施策 06 消防防災対策の強化
事業実績

防災行政無線（月夜野地区、水上地区、新治地
区）維持管理

年齢制限を７５歳から６５歳に変更した結果あ
る程度の普及があった。

円事務事業 000006 防災情報配信施設等維持管理事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

事業費 15,056,227

基本事業 03 防災体制の強化
②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策

子局数

係組織名 総務

令和 7 6 20



６．消防防災対策の強化

年 月 日作成 (令和 年 月 日更新)

年 月 日作成 (令和 年 月 日更新)

年 月 日作成 (令和 年 月 日更新)

箇所項 2 目 1 1 0
事業
期間

会
計

1 款 11

近年の局地的集中豪雨により、予想を上回る災
害が発生する。

いつ起こるかわからない災害に対し、対応で
きるよう適正な人員配置や技術向を図る。

令和　５年度 令和　６年度 単位
課 土木

継続事業

施
策
体
系

施策 06 消防防災対策の強化
事業実績

測量・設計委託を行い、査定設計書を作成し国の
査定を受け、実施設計書を作成の上群馬県の審
査を受けるとともに、交付申請等の事務を行い、
工事を発注及び施工管理を行い復旧事業を完了
させる。

過年度に完了した事業について、成功認定調
書類を作成し、群馬県による検査を了した。ま
た、町道永井猿ヶ京温泉線の災害対応につい
て、地元関係者と協議を行い、早期に仮復旧
を実施し、測量設計及び復旧工事の早期進捗
に努めた。

円事務事業 000020 土木施設災害復旧事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

事業費 31,649,330

基本事業 03 防災体制の強化
②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策

災害復旧箇所数

係組織名 地域整備

令和 7 6 20

雪下ろし命綱固定アンカー設置補助事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

事業費

件項 1 目 4 ５ ２
事業
期間

会
計

1 款 9

なし
広報や回覧などにより積極的な周知活動を行
う。

令和　５年度 令和　６年度 単位
課 消防・防災

継続事業

施
策
体
系

施策 06 消防防災対策の強化
事業実績住宅等の雪下ろし時の転落防止事故を未然に防

ぐための安全対策設備を設置する工事に要する
経費に対する補助金を交付する。

なし

円事務事業 000015 250,000

基本事業 03 防災体制の強化
②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策

雪下ろし命綱アンカー設置補助金申
請件数

係組織名 総務

回

令和 7 6 20

項 1 目 4 ８ ４
事業
期間

会
計

1 款 9

Ｂ＆Ｇ財団からの補助事業は３年間の期間限定
であるため拠点・避難所研修のその後継続。

なし
令和　５年度 令和　６年度 単位

課 消防・防災

期間限定事業

施
策
体
系

施策 06 消防防災対策の強化
事業実績

日本財団助成事業としてＢ＆Ｇ財団から災害発生
時の緊急対応・避難所運営に必要な機材の配
備、災害現場で役立つ実践的な研修など人材育
成を実施する。

なし

円事務事業 000014 B&G財団防災拠点整備事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

事業費 3,084,648

基本事業 03 防災体制の強化
②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策

拠点・避難所研修

係組織名 総務

令和 7 6 20


